



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996＊
雇用 5264 5227 5052 4534 4090 3881 3723 3785
失業 1４ 2４ 101 406 663 632 520 ⑲６
経済活動
人口 5278 5251
5153 4940 4753 4513 4313 4281
非経済活動
人口 5143 5124
5202 5397 5557 5764 5933 5933
(総〉人口 10421 10375 10355 10337 10310 10277 10246 10214
年 雇用 失業 非活動(経済的） 人口
1990 －１７５ 7７ 7８ －２０
1991 －５１８ 305 195 －１８
1992 －４４４ 257 160 －２７
1993 －２０９ －３１ 207 －３３
1994 －８８ －１１２ 200 －３１
1995 －８ －２４ ０ －３２
1990-1992 －１１３７ 639 433 －６５






















雇用（就業）者 488 435 334 253 200 169 152 235 101
生産年齢の
年金生活者 251 282 346 365 370 365 397 114 3２
生産年齢の学生 483 520 548 565 578 590 608 8２ 4３
生産年齢の家事
従事者 457 463 501 599 783 939 987 142 388
国外労働従事者 ４ 1５ 3０ 2８ 2７ 2３ 2５ 2４＊ ４ａ
総計 597＊＊ 568
金沢大学経済学部論集第18巻第２号１９９８．３
学生数が増大していることも，この期間の非経済活動人口増大の要因となっ
た。また「家庭に留まることを強いられる子持ちの既婚女性の数が増大し，
さらに低賃金で不利な仕事につくよりも家庭に留まることを選択する女性―
特に自留地が労働機会を提供する地方において－の数が増加」したことも
非経済活動人口増大の要因であった（TimArandFazekas,1996,pl58)。
以上は体制転換過程のハンガリーで失業と非経済活動人口増大が生じ，後
者は主として中高年，女性，青年から構成されるということを示すものであ
る。こうして1995年のハンガリーの労働力率（15～64才の年齢集団について）
はＯＥＣＤ平均を下回るに至っているとされている（Ibid，1996,ｐ､159)。
既に述べたように，ハンガリーで起きたような経済活動人口減少は中東欧
の多くの国で発生している（表４)。したがって，失業率低下のみで中東欧に
おける雇用問題の解決を展望することはできない。中東欧の雇用問題を考え
る際には，失業者の動向のみならず，非経済活動人口の動向をも考慮にいれ
る必要があるからである。
Ⅲ、失業の諸特質
ＴｉｍＡｒとFazekasの共同論文は,ハンガリーの失業問題の特質として長期
失業者の比重増大と失業率の地域格差を指摘し，それぞれについて詳細な分
析を行っている（TimArandFazekas,1996)。ハンガリーに見られるこの
ような特質は多かれ少なかれ旧共産主義諸国の多くに共通するものでもある。
以下では，旧共産主義諸国の失業者構成を見た後，この２つの問題，即ち長
期失業，失業率の地域格差の問題について検討してみたい。
図１は，国連欧州委員会の報告（ECE,1996）が示す1995年の旧共産主義
諸国の失業率，青年の失業状況，女性の失業状況，長期失業の実態である。
ハンガリーとスロヴェニアを除く全ての国において女性の失業率が男性のそ
れを上回っていること，失業者に占める青年の比重がかなり高いこと，さら
に体制転換後の短い期間のうちに既に旧共産主義諸国が長期失業問題に直面
することになっていることなどがその図から読み取れる。
体制転換過程において少なからぬ女性労働力が，失業者となるか「労働市
－１５４－
中東欧の失業問題（堀林）
失業率，青年及び女性の占める比重，長期失業者の比重
（1995年９月。％）
失菜率行年ａ女性ｂ長期、
図１
チェコ
エストニア
ラトヴィア
リトアニア
ロシア
ルーマニア
ハンガリー
プルガリア
スロヴァキア
スロヴェニア
ポーランド
クロアチア
０３６９１２１５１８０１０２０３０４０５０６０７００１０２０３０４０５０６０７００１０２０３０４０５０６０７０
失業者総数に占める25才以下の青年失業者の比重
失業者総数に占める女性失業者の比重
１年以上の失業者の失業者総数に占める比重
第三四半期の労働力調査結果に基づくもの。ルーマニアは第一四半期，スロ
ヴェニアは第二四半期。ラトヴイアのデーターは登録失業に基づく。エストニ
アは専門家の評価に基づくもの。
ECE，ｐ９２．
(注）ａ
ｂ
ｃ
。
(出所）
場から撤退」し非経済活動人口となった。ハンガリーの社会学者のFergeは，
転換過程において「市場の論理｣だけが強調され,労働市場の「ジェンダー・
バイアス」を矯正する国家の対抗措置が弱かったこと，育児サービスの公的
供給低下，育児費用増加などが女性の「労働力からの撤退」を促したと述べ
ている（筆者が1997年に懇談した時，本人から入手した以下の論稿がこの問
題に詳しいが掲載誌不明｡Ferge,"Commentsontheviewsonstatewelfar℃
ofJdnosKomai'')。他方で，社会学者Ｔ６ｔｈは，世論調査（ハンガリー）
を踏まえ，女性の意識変化（若い女性が就学前児童の保育のため家庭に留ま
ることを望む傾向が強まっていることなど）の視点からこの問題（女性の労
働参加率低下）に接近している（T6th,1997,ｐｐ､71-72)。
ハンガリーで女性の｢家庭回帰｣は非経済活動人口増大の要因の一つとなっ
ているが，失業率について言えば，この国の失業者全体に占める女性の比重
は男性のそれよりも低い。中東欧諸国と比べた場合，旧ソ連諸国の方が概し
て女性の失業率は高く，例えば1995年にエストニア（図１）やウクライナに
おいて失業者全体に占める女性の比重は約70％に達する。
前述のように青年は非経済活動人口増大の源泉の一つであるが，失業者の
－１５５－
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中でも比較的高い比重を占めている。1995年秋に失業者総数に占める青年失
業者の比重は，チェコ，ブルガリア，スロヴァキアで26～30％，ハンガリー，
ルーマニアで44～46％である（図１）。また，９５年後半期に中東欧の大半の諸
国で青年世代の失業率は，平均（全体としての）失業率の２倍に達している。
旧ソ連諸国（ＣＩＳ）について言えば，失業者全体に占める青年失業者の比
重は３分の１を上回る（ECE,1996,ｐ､92)。
さらに，学歴の低い人（初等教育卒業）や未熟練労働者の失業率は高く，
長期失業者になる確率も高い｡また，SzamuelyやKoltayはハンガリーのエ
スニック・マイノリティであるロマの失業率が非常に高いことを問題にして
いる（Szamuely,1996,及びKoltay,1994）。即ち，ロマの失業率は95年に
45.5％であり（Szamuely,1996,ｐ､58)およそ２人に１人が失業状態にある。
ところで，前述のように中東欧諸国の多くにおいて深刻なのは，経済回復
に伴って失業率がピーク時と比較すれば低下しているにもかかわらず，失業
者全体に占める長期（１年以上）失業者の比重が増加する傾向にあるという
ことである。例えば，ハンガリーにおいても1992年に失業率が最も高く，そ
れ以後95年まで失業率は低下したが(表２)，他方で平均失業期間は長期化し，
長期失業者の失業者総数に占める比重は増加した。即ち，失業者の平均失業
期間は1992年の第一四半期には28週であったのが95年の第一四半期になると
69週へと増加し，長期失業者の失業者総数に対する比率も，この間に16.7％
から49.8％へと増大した（TimArandFazekas，1996,ｐ､166)。
中東欧の全体動向について見れば，国連欧州委員会報告において，９５年第
三四半期の長期失業者(１年以上)の失業者総数に対する比率はチェコで33％，
ポーランド，ルーマニアで42～47％，その他では50％を越え，ブルガリアで
は66％に達している（図１）。さらに，中欧４カ国にルーマニア，スロヴェニ
ア，アルバニアを加えた中東欧７ヵ国の長期（１年以上）失業者の失業者総
数に対する比率は50％弱であるが，これらのうち約60％－即ち失業者全体
の28％－は失業期間が２年を越える人々である。これらは，1994年のＥＵ
諸国の数値，即ち１年以上の長期失業者の失業者全体に占める比重48％，２
年以上の長期失業者の比重27％という数字にほぼ匹敵するものである（ECE，
1996,ｐ､９３)。
－１５６－
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他方で旧ソ連諸国について言えば，失業者全体に占める長期失業者の比重
は中東欧諸国の場合よりも低いが，それでも1995年にロシアで30％，リトア
ニア，エストニアで33～35％に達する（図１)。
長期失業と関連して，ＴｉｍｄｒとFazekasの共同論文は，ハンガリーにお
いて再雇用の機会は「女性よりも男性が多く，男女とも高学歴者ほど多く，
高年齢になるほど少ない｣とする見解を紹介している（TimdrandFazekas，
1996,pl69)。また，彼らは１日共産主義地域においては，高齢者,未熟練労働
者，充分に教育を受けていない人々が長期失業者になりやすい傾向があると
述べている（Ibid.,ｐ､167)。
前述のように女性の再雇用の機会は少ないとされているが，統計上は中東
欧の長期失業者に占める女性の比重が男性よりも高いとは示されていない(Boeri，
1997,pl2-13の表を参照)。この点と関連して，ＴｉｍＡｒとFazekasは女性失
業者の多くは失業給付期間失効後非経済活動人口に移行する傾向にあると述
べている（TimdrandFazekas,1996,ｐ､169゜つまり，失業給付期間失効
後，登録失業者数から除かれる女性が多いということであろう－堀林)。
青年について言えば，失業者に占める比重は大きいが，長期失業者に占め
る比重は相対的に小さく（中東欧諸国。最高がルーマニアの約38％，最低が
チェコの18％・Boeri，ppl2-l3，図１と対比せよ)，青年失業者の入職機会
は高齢者と比べて相対的に多いことは明らかである。とはいえ，Boeriによ
れば「(中東欧の）若者の失業問題はイタリア，スペインなどで観察されるも
のと全く異なるというわけではない病理を伴う構造的問題｣である(特にポー
ランド，スロヴァキアにおいて。Ｉbid,ｐ､13)。
また，既に述べたように充分に教育を受けていない人々や未熟練労働者の
長期失業者に占める比重は,失業者総数に占める彼らの比重よりも大きい(Ibid.，
p､12-13)。
なおBurdaによれば,長期失業者のうち失業給付有効期間が過ぎても，な
お失業状態にある人で，非経済活動人口に移行し，社会保障（生活保護）の
対象となる人々も生まれている（Burda,1997,ｐ､56.ハンガリーの長期失業
者問題については，Simonyi，1996を参照)。即ち，失業給付期間失効の後，
非経済活動人口に移行するのは必ずしも女性失業者ばかりとは限らないとい
－１５７－
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うことである。
筆者は，既に失業率の低下だけで雇用問題の近い将来の解決を展望するこ
とは時期尚早であると指摘したが，このように長期失業者が非経済活動人口
に移行することも考慮に入れれば，失業率の低下をそのまま失業問題の緩和
と見なすことは事態を見誤る危険を有することが一層明白となるであろう。
CommanderとTolstpiatenkoの共同論文も,中東欧諸国における公式失業
率の低下には，長期失業者の非経済活動人口への移動の事実も反映されてい
ると述べている（CommanderandTolstpiatenko,1996,Ｐ335)。
また，国連欧州委員会報告は，失業が長引けば長引くほど，長期失業者の
再就職は一層困難になること，さらに長期失業は社会の不安定要因であるこ
とを指摘している。あわせて，長期失業は技術変化よって労働需要（内容）
に変化が生じている（以前の技術のうち陳腐化するものが生まれ，その技術
保有者の再就職が困難になる）ことの現れでもある点にも注目している。そ
して，たとえ経済成長があったとしても，長期失業者の比率が高い場合は，
失業を減らすことが困難であるということが1980年代の西欧の経験であった
とし，体制転換後早期のうちに生産が回復に向かったにもかかわらず，なお
失業率が高いというポーランドのような国の例を，上記の論点（労働需要の
変化）と関連づけながら解釈している。言い換えれば，中東欧の体制転換諸
国の失業問題の背景には，生産低下とあわせて「構造変化の問題」も存在す
るということである（ECE,1996,ｐ､93）
他方で，失業率の地域格差の背景にも別の意味での「構造的問題」が横た
わっている。ＣＡｍａｒａは「首都においては，サービス企業の成長，外国企業
設立，新しい合弁事業などのために失業率は低い。（他方で）以前に単一の大
工業に依存していた町一その大工業は閉鎖されるか，生産削減を余儀なく
された－に典型的に見られるように，不況の度合いがより強い地域では失
業率が非常に高い」と述べている（CAmara,1996,ｐ84)。しかし，ＴｉｍＡｒ
とFazekasはハンガリーの例に即しながら国有大工業プラントに依存してい
た全ての地域が体制転換後高い失業率の問題を抱えているわけではないとし
て失業率の地域格差の諸要因についての詳細な検討を行っている（TimArand
Fazekas,1996)。
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彼らは，ハンガリーの失業率の地域格差を規定する要因が，①物的・人的
インフラストラクチャー（上下水道，ガス，電話設備，教育水準等々)，②産
業構造，③富（車両保有状況，課税基盤の大小，土地の質等々)，④首都ブダ
ペストやオーストリア国境との距離，⑤地域のエスニックな特徴など，多様
であるとしている。彼らによれば，大規模国有企業崩壊で高失業地域が生ま
れた場合もあるが,それは典型というよりも稀な例である｡むしろハンガリー
において失業率が高い地域の典型は｢インフラストラクチャーが貧弱で，（住
民の）教育水準が低く，観光業がなく，サービス・商業が発展しておらず，
大きなジプシーのコミュニティがあり，繁栄する地域から離れている農業地
域である」（TimdrandFazekas,1996,ｐ､176)。つまり，失業率の地域格
差の要因は体制転換以後に生じた事柄（国有大プラント崩壊）であるという
よりは，もっと以前の「歴史的遺産」にさかのぼることができるとするのが
ＴｉｍＡｒとFazekasの見解である。
社会学者のSzel6nyiとKostello及びFergeなどが，体制転換後に富裕者
になったのが旧体制における比較的若い世代のテクノクラートや，戦間期中
産階級出身者(その子孫）で（改革)共産主義時代に一定の富を蓄積した人々
であるとする見解を提示し（Szel6nyiandKostello,1996,Ferge,1997)，
他方で同じく社会学者のSzalaiが,戦前に農業プロレタリアートで戦後共産
主義時代に工業プロレタリアートに転じた人々（の子孫）の間で，体制転換
過程において長期失業者になり貧困者になる例が多いことを示唆する（Szalai，
1996）など，社会的成層化の「歴史的経路依存性」を強調する見解が近年多
く見られるが，ＴｉｍｄｒとFazekasの見解はこうした「経路依存性」が失業
の地域格差問題の背景にもあることを示すものである（ロマの大量失業問題
は地域問題というより少数民族差別問題であろうが)。
以上はハンガリーの例であるが，他の旧共産主義諸国の失業率の地域格差
の背景にもＴｉｍＡｒとFazekasが指摘するのと類似する要因があると推定し
て差し支えないであろう。
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Ⅳ、失業と経済政策
チェコの低失業と他の中東欧諸国の高失業を対比しながら｢チェコの奇跡」
の経済政策的文脈を検討する文献が多く見られる。筆者はチェコにおいても
他の中東欧諸国と同様，非経済活動人口の増加があり，それを考慮に入れれ
ばチェコの雇用面での「奇跡」について語るには慎重であるべきと考えるも
のであるが（この点についてはBurda,１９９６も参照)，チェコの失業率が低い
ことの要因を探究することは有益である。
Szamuelyは,チェコとハンガリーの失業率の差異を両国の経済政策スタン
スの差異に求める。即ち，ハンガリーにおいては「腐った林檎は落ちるに任
せよ」のスローガンで表される経済政策（企業倒産・人員解雇容認）が遂行
された結果，大量の職が奪われたのに対し，チェコにおいては「時間を稼げ
ば生活が救われる」という原則に基づく経済政策（可能な限り大企業の構造
変化を遅らせる）が採られた結果，雇用減少が抑制されたとしている。そし
て，チェコの「バウチャー私有化」が，国有銀行傘下の投資会社による企業
株式（バウチャー・ポイント）保有を結果し，国庫負担を伴わないで（国家
財政赤字を生まない方法で）銀行を通じて大企業を補助するシステムをもた
らしたと指摘している。Szamuelyによれば，これが低失業率と財政均衡を
もたらし，さらにチェコを「国民の圧倒的多数が新しい経済システムを是認
する中東欧における唯一の国｣とならしめたことの｢秘密｣である（Szamuely，
1996,ｐｐ､67-68)。
JackｍａｎとPaunaはチェコの低失業率を，①企業に対する選択的補助，
②タイトな失業給付，③低賃金，④積極的労働市場政策などから説明してい
る（JackmanandPauna,１９９６)。
１日共産主義地域の失業は，主として体制転換後の生産低下に伴って生じた
ものであったが，彼らによれば，そこで採られた政策スタンスの相違がチェ
コとポーランド，ハンガリーの間の失業率の差異に影響を及ぼした。ここで，
政策上の相違のうち重要なものの一つは企業の予算制約であった。ポーラン
ドやハンガリーでは「ソフトな予算制約」が除去されたため，企業は雇用調
整を強いられた（人員整理)。他方で，チェコでは企業への「選択的補助」が
－１６０－
中東欧の失業問題（堀林）
表８中東欧及び旧ソ連諸国の財政から企集への補助金
（対ＧＤＰ比：％）
(出所）CommaT1derandTolstopiatenko，1996,ｐ３４０．
なされたため雇用を維持することがポーランドやハンガリーと比較して容易
であった（Ibid.,ｐ384)。JackｍａｎとPaunaが指摘するように，転換初期
に（1992年）企業への補助金支出においてチェコが中東欧諸国のなかで最も
積極的であったことは表８で明らかにされている（94年になると国庫からの
企業補助金の対ＧＤＰ比はチェコよりもハンガリー，スロヴァキアの方が大
きくなるが)。
JackｍａｎとPaunaが重視する第二は失業給付制度である。表９は中東欧
諸国及びロシアの失業給付制度を示すものであるが，それから明らかなよう
にチェコの失業給付は，ポーランドやハンガリーと比べて水準において低く
（ポーランドは平均賃金の36％，ハンガリーは31％，チェコは25％。９５年)，
支給期間においても短い（ポーランド，ハンガリーは１年。チェコは６カ月
間)。JackｍａｎとPaunaは「寛大な」失業給付は，ポーランドやハンガリー
の場合そうであったように，ハードな予算制約と結びつく場合，企業が賃金
カットよりも人員整理を選択する誘因となると述べている。他方で，企業を
補助し，失業給付が厳しいチェコのような国においては，企業は労働者の雇
用を継続するよう奨励されるとしている（Ibid,ｐ､385)。
－１６１－
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中東欧
ブルガリア
チェコ
ハンガリー
ポーランド
ルーマニア
スロヴァキア
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ａ
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Ｒ
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表g中東欧諸国及びロシアの失集給付制度（1995年。月及び百分比）
受給者の創合
（失業者数に対す
る比率，％）
1995年第４四半期
平均賃金に対する
平均給付額の
比率ｂ（％）
1995年第３四半期
給付額限度
最低賃金比
以前の稼得に
対する比率ａ
（96）
給付岐大期間
一
（月）
（％）
最低段商
2７最初の半年なしなし
一律2620レク
その後10％減
６０９０１４０
3７アルバニア１２
3３（鮒２四半期）
２５
3０
４４
ブルガリア６－１２ｃ
チェコ６ ６０なし１５０；ｌ８０ｐ
５０
月
月
月
月
力
カ
カ
力
３
３
３
９
初
の
初
の
殿
吹
段
吹 3８7５９６３カ月200
60吹の９jbll167e
3１ハンガリー３－１２ｃ
ポーランドl2f ５８経済全体の
前四半期の
平均賃金に
対して3６
50-609
なしなし 3６
3１
２７
75-85200ルーマニア９
スロヴアキア６－９ｃ 段初３カ月６０なし１５０；１８０．２７（第２四半期）
次の半年５０
７５１００なし、
6０
４５
21 8７月月
月
力
カ
カ
３
４
５
初
の
の
趾
次
次
1２ロシア
(注）ａ失業給付に最高，殿低限度があることや，失業者の家庭的条件を考慮に入れない場合の，
単一人物の以前の稼得に対する比率。
ｂ代替率（Replacementratio〉
ｃ失業給付期間は，ブルガリアでは失業者の労働経験と年齢に，ハンガリーでは勤続年数
に，スロヴァキアでは年齢で決まる。
。再iilll緯の場合は180％。
ｅ股高，最低は定額。期間ごとに変化。表で示されているのは93年の場合。
ｆ勤続年数が女性で25年，男性で30年を越えると18カ月。
ｇ勤続年数が１～５年で50％だが最低賃金の75％を下回らない。勤統年数15年以上は60％
だが最低賃金の85％を下回らない。
ｈ企業の平均賃金の100％を上回らない。
(出所）ECE,1996,ｐ､14.但し一部省略及び修正。
また,チェコの低失業の第三の要因である低賃金について,JackｍａｎとPauna
は低い水準の失業給付と，同国で実施されている稲極的労働市場政策（低失
業の第四の要因）とも関連させながら次のように説明している。チェコでは
６カ月間の失業給付に続いて，求職者に一定の労働を提供し，それと引き巷
－１６２－
中東欧の失業問題（堀林）
えに給付を与える制度（ワークフェア）が設けられているが，彼らによれば
低い水準の失業給付とワークフェアは企業による低賃金設定を可能にする要
因となっている。失業給付の水準が低ければ，たとえ低賃金であろうとも労
働者の離職誘因は小さくなるし，またワークフェアは企業の低賃金コストを
導く傾向にあるからである。
ところで，チェコの経済政策スタンスが他の中東欧諸国と比較して解雇抑
制的であり，それが低失業の要因であったとする説に対する異論は少ないが，
低失業を実現するためにチェコ以外の国に対しても失業給付水準の引き下げ
や期間短縮を示唆するJackｍａｎとPaunaの論述については異論も提起され
ている。
Boeriは，1992年に既に中東欧の多くの国で失業給付の「引き締め」がなさ
れたが，このことの影響の考察がJackｍａｎとPaunaの論述には欠けている
としている。Boeriによれば，もはや現行の中東欧の失業給付は「寛大」で
はなくてＯＥＣＤの水準を大きく下回る低い水準にある。さらに彼によれば，
失業給付の「引き締め」は失業率の低下につながらない。即ち，Boeriの観
察では，中東欧で（失業者の）再就職を妨げているのは失業給付制度の寛大
さと結び付く失業者の求職行動の動機の弱さ（ディスインセンティブ）など
ではなくて「空きポスト」の不在である（Boeri，1996,pp446-447)。また，
Burdaの次のような指摘もJackｍａｎとPaunaの見解を判断する際に重要で
ある。彼によれば，中東欧諸国の多くで失業給付期間短縮の試みは，これま
でのところ失業者の再雇用を促進するよりはむしろ，彼らの非経済活動人口
への移行を促した（Burda,1997,Ｐ５６)。
Boeriの立論やBurdaの観察は，JackｍａｎとPaunaが論じている「失業
給付制度と企業行動の関連（解雇抑制的あるいは解雇志向的企業行動と失業
給付制度との関連)」とは別の問題，即ち「失業給付制度と失業者の求職行動
との関連（＝失業給付制度と求職動機の強弱との関連)」の問題を論じており，
JackｍａｎとPaunaの主張に対する直接の反論にはなっていないように思わ
れるが，BoeriとBurdaの指摘は中東欧の失業給付制度と失業の関連につい
て考察する際に重要であると思われる。
さらに，失業給付制度と失業の関連を考察する場合には，チェコとポーラ
－１６３－
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ンド及びハンガリーとの比較だけではなくて，ロシアの例もそこに組み込む
必要があろう。企業への補助金が旧体制から継承されており（表８入また失
業給付水準が低い（ロシアでは平均賃金の21％，９５年，表９．９４年第三四半
期はわずか13％）など，ロシアとチェコの政策・制度には共通点が多いので
あるが，ロシアにおいては低水準の失業給付が「登録失業率」と現実の失業
率の大きな乖離を生む要因となっており（低額の失業給付のために失業登録
する人は少ない。また，企業は解雇抑制的であっても，給与不払いなど実質
的には従業員を失業者と同じような境遇におく例が多く見られる)，他方で，
低い失業給付は，失業給付期間失効後の社会保障制度の不在（ロシア）と相
まって，実際に失業者となった人々にとって過酷な生活条件を課しているこ
とに留意すべきである。
なお，JackｍａｎとPaunaが述べているチェコのワークフェアは，雇用関
連機関が失業手当受給者に「公共的に有用な仕事」（６カ月）を，そして青年
や未熟練労働者に「社会的に有用な仕事」（１～２年）を提供する（その際雇
用者には補助金が支払われる）などによって（再）雇用を促進する制度（積
極的労働市場政策)であり，OrCnstainなどはこれを高く評価している（Oren‐
stain,1996)。JackｍａｎとPaunaはこれを低賃金政策と結びつけて解釈し
ているが，筆者はそのような関連は別にして，積極的労働市場政策それ自体
を有用であると評価すべきであると考えている（低賃金政策の是非について
は後述)。
JackｍａｎとPaunaは，チェコの低失業の背景には低賃金があることを指
摘しているが，表10,表11に示されているように，チェコの賃金コストがハ
ンガリーやポーランドと比べて低く（92年)，また95年のそれが90年の72％の
水準である（チェコ）ことなどから，彼らの見解には統計的根拠があるとひ
とまずは言えよう。CommanderとTolstpiatenkoも，チェコではインサイ
ダーの間（企業の労使間）で「雇用と賃金の（間の）取引き」があったこと
を示唆している（CommanderandTolstpiatenko，1996,ｐ､335)。とは言
え，低賃金の持続が有効需要，ひいては労働需要の減退をもたらす側面もあ
り，低賃金が低失業をもたらす場合の条件や期間の問題などについて，より
掘り下げた分析が必要である。
－１６４－
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表１０中東欧及びロシアの単位労働コストの変化（1990-95年）
(注）＊は1991＝100。なお1990～92年のチェコとスロヴァキアについては旧チェコスロヴァキアの数値。
(出所）CommanderandTolstopiatenko，ｐ､335.
表１１加エ業（proces8ingindmgtIy）の１労働時間あたりコストの
国際比較（1992年）
(出所）TimdlrandFazekas，1996,Ｐ164.
Ｖ･失業と就業構造
体制転換以前の多くの論者の想定によれば，失業は私有化や産業構造の近
代化に伴って発生するものであった。即ち，斜陽部門及び国有セクターから
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表１２中東欧及びロシアの1989年と1995年の就巣構造（単位：％）
(出所〕CommanderandTolstpiatenko，ｐ334.
成長部門や私的セクターに向かう労働再配分が体制転換過程において顕著に
なり，その過程において失業が発生すると想定されていた。Ｃｄｍａｒａが述べ
ているように，（同一人物の）「雇用一失業一雇用（最初の部門とは異なる部
門における雇用)」というサイクルを通じる労働再配分が生じると予想されて
いたのである（CAmara,ｐ､82)。
しかし，この想定は二重の意味で誤りであった。第一に，TimArが指摘し
ているように失業は私有化や産業構造の近代化によって生じるよりも前に，
体制転換期の大幅生産低下から発生した（TimAr,1995,ｐｐ,633-634)。さら
に，構造変化に伴う労働再配分があったことは確かであるが，それは主とし
て就業者の労働異動の形をとった（JackmanandPauna，1996,ｐ､386)。
即ち，斜陽部門において一度失職した人々が成長部門に再就職する機会は少
なかったのである。
表12は，中東欧６ヵ国とロシアの体制転換過程で進行した産業別就業構造
の変化を，表13は，1990年と1994／95年の間の中東欧と旧ソ連諸国における
ＧＤＰに占める私的セクターの比重の変化と，1994／95年の私的セクター就
－１６６－
ブルガリアチェコハンガリーポーランド
1989１９９５１９８９１９９５１９８９１９９５１９８９１９９５
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うち製造業
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３４２８３４２９２９２３２５２１
３５４０４２５１４２５９３５４５
ルーマニアスロヴァキアロシア工業国
1989１９９５１９８９１９９５１９８９１９９５１９８９１９９５
農業
工業
うち製造業
サービス
2９４０１４９１３１５１１５
４３３０４７３８４２３８２７２９
3３２２２５２１２８２５
2８３０３９５３４５４７６２６６
中東欧の失業問題（堀林）
表１３中東欧及び１日ソ連諸国のＧＤＰ及び就業者に占める
私的セクターの比重-1990年及び1994／95年（単位：％）
(出所）CommanderandTolstopiatennko,1996,ｐ334.
業者の全就業者に占める比重を示すものである（ここで就業と訳している用
語は出所ではemploymentであり，直訳すれば雇用であるが，農業者の比重
の項には脱集団化で増大する自営農者も含まれていると推定されるので就業
という訳語をあてた)。明らかなように，中東欧，ロシアのいずれにおいても
工業の（うち製造業も）就業者の比重が低下しており，またサービス部門就
業者の比重が増加している。農業についても，大半の国で就業者の比重は低
下しているが，ルーマニア，ブルガリア，ロシアにおいては増加しており，
ルーマニアにおけるその増加率は顕著である｡後者についてTimdrは農地の
再配分と結びつけた説明をしており（Timiir,1995,ｐ643)，K6116はルーマ
ニアにおいては企業セクターでの雇用の減少の大半が農業における自営業の
増加によって相殺されたと述べている（ＫＯ118,1997,ｐ23)。
CommanderとTolstpiatenkoは,中東欧とロシアにおいてサービス部門
－１６７－
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就業者の比重増大があったが,その比重はまだ｢工業国｣（Industrialecono‐
mies）をかなり下回っていること，さらにロシアのサービス部門配置におい
ては公共サービスと行政部門への傾斜が見られると指摘している(Commander
andTolstpiatenko,1996,ｐ､333-334)。
表13に見られるように，表に示されている全ての中東欧，旧ソ連諸国にお
いて1990年から94／95年にかけてＧＤＰに占める私的セクターの比重が増加
している。９４／95年になるとチェコ，ポーランド，ハンガリーの中欧３カ国
では全就業者に占める私的セクター就業者の比重が58～64％にまで到達して
いる｡他の諸国の私有化の度合はこれよりも低い｡CommanderとTolstpia
tenkoは私的セクター就業者の比重増大が,どの程度国有企業の私有化による
ものなのか，新規事業（ｄｅｎｏｖｏ）によるものなのかを見分けるのは困難と
しながらも，概して言えば，上記中欧３ヵ国では新規事業の著しい増加（雇
用創出，jobcreation）があったとしている。他方で，旧ソ連諸国における
私的セクターの拡大については，多くが国有企業の私有化に伴うものであっ
たとしている（ComanderandTolstpiatenko,1996,pp333-334)。
ところで，以上のような体制転換過程における就業構造の変化はどのよう
な推移を辿ったのであろうか。JackｍａｎとPaunaは中東欧諸国について以
下のような説明を加えている。
1989年から92年に至る期間においては，就業構造の変化の大半は産業部門
間の「雇用破壊」（jobdestmction。つまりは解雇・離職）の規模の差異か
ら生じた。つまり，生産低下に伴う雇用減少が，雇用減少の全部門平均より
大きかった部門では，就業者全体に占める同部門就業者数の比率が低下し，
全部門平均を下回る雇用減少で済んだ部門では，就業者全体に占める同部門
の就業者数の比率は上昇したのである。次に，1992年から94年の期間になる
と全ての国で｢雇用破壊｣のペースは減少し,それに代わって｢雇用創造｣（job
creation）が加速化し，それが就業構造の変化に影響を及ぼすようになった。
その際，JackｍａｎとPaunaによれば「雇用創造」が最も顕著であったのが，
チェコとポーランドであり，そこでは相対的に早い速度で，商業と金融部門
の成長があったとされている（JackmanandPauna,1996,pp378-379)。
JackｍａｎとPaunaは，ＯＥＣＤ諸国のうち南欧諸国（フランス，イタリ
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ア，ギリシャ，スペイン）を選択し，その就業構造と中東欧の就業構造を対
比したうえで，体制転換過程において中東欧の就業構造が南欧のそれにどれ
だけ接近（収敬，convergence）したかによって「リストラクチャリング」
の遂行度を測定するという方法を採っている。その際，南欧の就業構造に収
散するために中東欧各国で必要な雇用創出総数（南欧の就業構造に達するた
めに商業，金融，自治体サービス部門などで必要な雇用増加数）を試算し，
それに対する（前述のような雇用数増大が必要とされる部門での）実際に達
成された雇用増加数の比率を｢新雇用創出指数｣（newjobcreationindex）
と呼んでいる。体制転換過程においてこの「新雇用創出指数」が最大であっ
たのがチェコである。そこでは「新雇用創出指数」は28％であり，これに続
くのがポーランド（約23％)，スロヴァキア（約19％)，ハンガリー（約13％）
などであった（Ibid.,ｐ377-381)。
この計算結果から，JackｍａｎとPaunaが導き出している結論は，中東欧
の体制転換過程において就業構造の近代化（リストラクチャリング）に向け
て，つまりは経済水準のより高い国の就業構造への接近に向けて必要な雇用
創出を最も高い程度実現したのがチェコであったということである。また，
JackｍａｎとPaunaが強調しているもう一つの結論は，チェコの低失業の実
例で証明されているように，就業構造近代化に向けた労働再配分のために失
業は「不可欠のもの」ではなかったということである。その理由は単純であ
り，成長部門で必要な労働需要は失業者から補給されるのではなくて，既就
業者や労働市場への新規参入者（学卒者など）によって充足される傾向が存
在するからである（JackmanandPauna,1996,ｐ､386)。
既に述べたように，長期失業者の比重が増加しており，その多くが充分な
教育を受けていない人々や未熟練労働者によって占められていることを考慮
に入れれば,失業と労働再配分についてのJackｍａｎとPaunaの見解には多
くの真実が含まれていると見なすべきであろう。つまり「産業構造の高度化」
に付随する労働再配分は体制転換諸国においては主として就業者間で起きて
おり,失業者がこれに参加できる機会は少ない｡だとすれば,JackmanやPauna
が述べるように「構造調整」を理由に安易に解雇に訴えるべきではないとい
うことになるであろう。
－１６９－
金沢大学経済学部論集第18巻第２号１９９８．３
とはいえ，JackｍａｎとPaunaの見解にも難点がある。彼らは，産業部門
間の労働再配分，とりわけ商業，金融部門の雇用拡大をもってチェコのリス
トラクチャリングの進展に言及している。また，成長部門を主として私的セ
クターと想定し（彼らの言う商業，金融部門はそれと重なっている）そこで
の雇用（就業）拡大をリストラクチャリングと見なし，チェコの成果を讃え
ている。しかし，チェコについて広く言われ（批判され）ているのは旧国有
企業（私有化された企業。製造業種の企業の多くがそれに含まれる）におけ
るリストラクチャリングの遅れということである。JackｍａｎとPaunaの分
析は主として産業部門間の労働再配分に関する分析であり企業レベルのリス
トラクチャリングの分析にまでは及んでいない。したがってそれは，上記の
ような批判に対する直接の回答とはなっていない。また，チェコで近年顕著
になっている成長鈍化や内外不均衡の問題と，JackｍａｎとPaunaの主張す
るチェコにおけるリストラクチャリングの進展という見解の関連の問題も問
われるべき論点となるであろう。
Ⅵ．おわりに－残された研究課題
これまでの叙述で明らかになった事柄と残された研究諸課題を示すことで，
小稿の結びとしたい。
明らかになっている第一の事柄は，体制転換過程の中東欧では失業ととも
に非経済活動人口増大の形をとって労働供給の減少が見られること，したがっ
てそこでは失業対策のみならず経済活動人口回復のための諸策が講じられる
必要があるということである。第二に，失業は主として「転換不況」（生産の
大幅減退）に伴うものであったが，政策スタンスの相違（企業への補助金存
続の程度など）によって失業の規模における差異が生じたということである。
しかし，第三に長期失業の比重増大に見られるように，現在の旧共産主義地
域の失業問題は生産低下にとどまらぬ経済（技術）構造変化という要因も一
部反映しており，単なる生産拡大（あるいは解雇抑制）政策だけでは対応仕
切れない側面を有するということである。したがって労働供給の質に働きか
ける教育・再訓練などが雇用対策として重視される必要があろう。それはま
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た「経路依存的」性格を持つ失業の地域格差の解消のためにも必要である。
それに加えて，地域格差の解消のためには，重点的インフラ投資なども必要
とされるであろう。
失業（及び非経済活動人口）と失業給付制度及び賃金の関係をめぐる論点
について，本稿で明確な結論を出すことはしなかった。この問題は単に経済
政策的視点からのみならず，年金制度，出産・育児関連公的サービスなど社
会政策全般も視野に入れながら論じられるべき問題であるが，小稿で論じ尽
くす余裕がなかったからである（これらについては，Pestoff,1995,Ferge，
1995などが参考となる)。また,本稿では旧共産主義地域で再編過程にある政
労使関係に言及しなかったが，失業問題をこの再編過程と関連させながら論
じることも重要である（それについては，Mak6andSimonyi，1997及び
Orenstain，1996などが参考となる)。これら残された研究諸課題の検討につ
いては他日を期したい。
（1998年１月７日脱稿）
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